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序　　　　　文

日本国政府は、カザフスタン共和国政府の要請に基づき、同国「アルマティ市における地震防災

及び地震リスク評価に関するモニタリング向上」のチーム派遣協力を決定し、国際協力事業団が

平成 12 年 3 月 1 日から平成 15 年 2 月までの予定でこの技術協力を行ってきました。

国際協力事業団は、本件技術協力の終了を控え、平成 14 年 9 月 20 日から 10 月 4 日まで国際協

力事業団 筑波国際センター業務第一課長 江尻　幸彦を団長とする終了時評価調査団をカザフスタ

ン共和国に派遣し、カザフスタン共和国側評価委員と共にこれまでの活動実績、その成果等につ

いて総合的な評価を行うと同時に、今後の対応等について協議しました。

これらの評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、日本国・カザフスタン共和国双方の評価委

員の合意の下に署名交換が行われました。

この報告書は、今回の調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業を効

果的かつ効率的に実施していくための参考として活用されることを願うものです。

終わりに、本調査の実施に際し、ご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申

し上げます。

平成14 年 11 月

国 際 協力事業団　　

理事　泉　堅二郎　













評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

1．協力の背景と概要
　アルマティ市は天山山脈の北部に位置していることからこれまで大地震の被害をたびたび受け、
1889年にはＭ8.4、1911年にはＭ8.2の地震が町を襲った。天山山脈北部地域でＭ7以上の地震は19

世紀には10回以上発生した。アルマティ市では地震の再発に備え、地震モニタリングシステムが
稼働しているが、機材・技術とも古い。そこでカザフスタン政府は、地震学の分野で深い経験を
もつ我が国に専門家派遣と機材供与を要請した。
　この要請に基づき、我が国は地震研究所が先進的手法による地震データ収集、分析を継続的、
効率的に行えるようになるため、強震観測、高感度地震観測、GPS観測分野での専門家派遣、研
修員受入れ、機材供与等を通して人材育成を行う。

2．協力内容
（1）最終目標：アルマティ市の地震防災行政能力が地震観測、災害対策の点で向上する。
（2）上位目標：地震研究所が自立的に地震観測、災害対策の先進的研究ができる。
（3）プロジェクト目標：地震研究所が先進的観測設備により地震データの収集・分析を継続的、
効率的に行えるようになる。

（4）成果：
1．地震研究所職員（観測所職員）が更新された観測設備を運営管理できるようになる。
2．地震研究所職員（観測所職員）がより先進的なレベルでの観測データ収集、観測が行える
ようになる。

3．観測所から地震研究所に地震に関する情報が正確、効率的に伝達される。
4．地震研究所職員がより先進的レベルの観測報告を行えるようになる。
5．地震研究所職員が更新された地震観測設備により得られたデータを管理分析できるように
なる。

（5）投入（評価時点）
日本側：
長期専門家派遣：2名                             機材供与（含携行機材）                        1億1679万792円
短期専門家派遣：延べ 9名                   

研修員受入れ　：9名                             

相手国側：
カウンターパート配置　専門家１名につき１名以上配置            機材購入　　現地通貨
土地・施設提供                                       ローカルコスト負担      現時点まで約120万テンゲ
その他

国名：カザフスタン

分野：気象・地震

所属部署：アジア第二部東アジア・中央アジア課

案件名：アルマティ市における地震防災及び

地震リスク評価に関するモニタリン

グ向上プロジェクト

援助形態：チーム派遣

協力金額（評価時点）：

先方関係機関：国立地震研究所

日本側協力機関：建築研究所、国土地理院、

気象庁

他の関連協力：

協力期間

（R/D）：1999年8月27日

（延長）：N/A

（F/U）：N/A

（E/N）（無償）：N/A



Ⅱ．評価調査団の概要

調査期間 2002年9月21日～2002年10月3日 評価種類：終了時評価

Ⅲ．評価結果の概要

1．評価結果の要約
（1）妥当性
　本プロジェクトは次の理由により、現在及び将来の地震研究所及びカザフスタン国家のニーズ
に合致したものであったといえる。

1）地震研究所は旧来の設備を使った観測システムから脱却し、世界のレベルに近づくことが
悲願であった。その意向を踏まえ、本プロジェクトは観測設備の更新・データ蓄積・維持管
理・解析技術を習得することにより、観測・解析能力を向上させ、地震観測、災害観測の先
進的研究実施を可能にすることをねらいとして開始された。

2）2002年議会で承認されたカザフスタン国家防災計画においても、地震防災の重要性が謳わ
れており、特に最大都市であるアルマティ市の地震防災能力の向上が課題となっている。

3）近年、オイル・ガスサイトでの誘発性地震の脅威も指摘されるようになり、地震モニタリ
ング技術の重要性は今後一層高まりつつある。

　したがって、本プロジェクトは妥当性が極めて高いプロジェクトであったと考えられる。

（2）有効性
　供与機材の利用状況の視察やC/P、関係機関とのインタビューを通じて、強震観測分野、
高感度地震観測、GPS観測とも、同研究所の技術・研究職員は地震データの収集・分析、プ
ロジェクトの供与機材の維持・管理に必要な知識・技術及びそれにより得られるデジタルデ
ータの先進的な解析技術を習熟したことが分かった。したがって、「地震研究所が先進的観
測設備により地震データの収集・分析を継続的、効率的に行えるようになる」という本プロ
ジェクトのプロジェクト目標が達成されることにより、有効性が高いと判断される。

（3）効率性
　本プロジェクトにより、アルマティ地域の既存観測所の強震観測、高感度地震観測の設備
が更新され、新たにGPS観測機材が整備された。本プロジェクトが対象としたアルマティ地
域への供与機材の数量ばかりでなく、供与機材の品目や仕様、投入のタイミングのいずれも
が適切であったため、現在ほぼすべての機材が定常稼働している。加えて、機材の運用が職
員の転職、維持管理予算の不足、データを収集するための環境条件の変化等の影響を受ける
ことは起きていない。
　しかしながら、供与機材の維持管理、データの収集・解析に必要な研究員を日本での研修
に派遣するための人選過程において、すべてが適切であったとは言い難い。

（担当分野：氏名　職位）

団長／総括
技術評価（強震観測）

技術評価（高感度地震観測）
技術評価（GPS地震観測）

計画評価
評価分析
通訳

国際協力事業団　筑波国際センター　業務第一課長
独立行政法人　建築研究所　国際地震工学センター上
席研究員
気象庁　地震火山研究部長
国土交通省　国土地理院　地理地殻活動研究センター
地殻変動研究室長
国際協力事業団　アジア第二部東アジア・中央アジア課
（財）国際開発センター
（財）日本国際協力センター

調査者

江尻　幸彦
横井　俊明

濱田　信生
今給黎哲郎

水野由起子
黒田　康之
岡林　直子



（4）インパクト
　記録された強震記録に基づくアルマティ市の地震危険度マイクロゾーネーションマップの
改定とアルマティ市周辺の地震活動、地殻活動の情報をモニタリングするための条件と設備
がプロジェクト実施により同研究所に整備された。これらは、都市計画、建築基準の改定、
既存建物の診断や緊急対応計画等を通じてアルマティ市の地震災害軽減に貢献するであろう。
　都市計画、建築基準の改定、既存建物の診断は住宅政策の制度整備のための政府による介
在の一部であり、これらがソ連崩壊後生まれ今日急速に成長している国内住宅市場への耐震
性建物・住居の供給を保証し、ひいてはカザフスタンにおける市場形成に寄与することが期
待される。
　また、国家経済の中心であるアルマティ市の地震災害軽減能力の向上は、その住民の地震
災害に対する安全を保障し、ひいては共和国の税収のほとんどを占めるアルマティ市の税収
を守り、さらには外国の経済人の懸念と投資の手控えを払拭する効果も期待できる。

（5）自立発展性
　強震観測、高感度地震観測、GPS観測とも供与機材の運用、維持管理、データの収集に関
する技術はC/Pに定着した。同研究所は、本プロジェクト終了後も、現有の先進的設備により、
地震データの収集を継続的に行える。一方、それらのデータを用いた先進的研究に関しては、
最新の方法論に関する知識が不足しており、今後の発展については国際的な学会誌やインタ
ーネットなどを通じての情報収集能力の向上が必要である。
　財政状況については、ヌシポフ所長が優れた経営手腕を有していること、政府が同研究所
への予算状況を検討していること等から、今後改善される可能性があると考えられる。なお、
約40の石油・ガス採掘現場で同研究所が地震観測のデータ収集、解析を行う等の新ビジネス
も現在実現に向かっていることも言及したい。

4．結　論
　現在、強震観測、高感度地震観測、GPS 観測の全分野において、日本側が供与した機材はすべ
て良好に稼働している。一時GPS 観測分野において、カザフスタン側でGPSデータ解析が未経験
でありOSにも不慣れであったため、習得が進まず、そのソフトが利用されていないという問題
があったが、2002年の専門家派遣により解消された。C/Pへのインタビューによれば、強震観測、
高感度地震観測については、日本からの技術移転は定着したので、供与機材により、本プロジェ
クト終了後も地震データの収集・分析を十分自分たちだけで行えるとの回答があった。これは日
本側が実施した観測用機材の供与、長期・短期専門家派遣、研修員受入れというハード・ソフト
両面の協力が有機的に連携した結果であり、日本側、カザフスタン側の関係者の献身的努力の賜
物であると思料される。
　したがって本プロジェクトは「地震研究所が先進的観測設備により地震データの収集・分析を
継続的、効率的に行えるようになる」というプロジェクト目標は十分達成したといえる。



5．提　言
　今後、本プロジェクトの成果を基に同研究所が自立的に発展するためには、人材育成、キャパ
シティビルディングによる研究能力の向上が必須である。
　このため、同研究所の研究員を本邦における集団研修コース「地震・耐震工学」へ優先的に参
加させるためにカザフスタン側、日本側に対し働きかけるとともに、本プロジェクトのインパク
トを周辺国に波及させることができるワークショップ（本プロジェクトにおいて2回実施）を将
来的には第三国・現地国内研修として発展的に開催するための支援等可能な限り協力を行う必要
があると考える。
　また、これも将来的な話であるが、カザフスタンの優秀な研究員を長期研修員として受け入れ、
本邦での学位取得の道を開くことを望みたい。その他、英語によるコミュニケーション能力向上、
新たな研究資金の確保、関係機関との連携強化、地震研究所職員間の職種間交流も今後の課題で
あり、同研究所の自助努力に期待したい。

6．教　訓
　実現可能な計画策定がいうまでもなく重要であり、相手国の要請をそのまま受け入れるのでは
なく、予算規模、人的資源の確保可能性、先方の受入体制や技術レベル、期待される成果等の情
報について事前調査等を通じて収集分析し、実現不可能な目標設定や過大な投入とならないよう
に計画することが成功の鍵であると考える。またその他、現地状況に適合した資機材供与、適切
な専門家人選と派遣時期、本邦集団研修の効果的利用が重要であり、今後の類似プロジェクトに
おいても参考となると考える。



GPS

JCC

PCM

汎地球測位システム

合同評価委員会

プロジェクトサイクルマネージメント

Global Positioning System

Joint Coordination Committee

Project Cycle Management

略　語　表



─ 1 ─

第 1 章　終了時評価調査の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

アルマティ市は天山山脈の北部に位置していることからこれまで大地震の被害をたびたび受け、

1889 年にはＭ8.4、1911 年にはＭ8.2 の地震が町を襲った。また、天山山脈北部地域はＭ 7 以上の

地震が 19 世紀には 10 回以上発生している地震多発地帯であり、アルマティ市では地震の再発に

備え、地震モニタリングシステムが稼働している。しかしその機材は老朽化し技術も時代遅れの

ものであるため、地震学・地震工学の分野で豊富な経験をもち、高い技術レベルにある我が国に

専門家派遣、機材供与、研修員受入れを組み合わせた技術協力について要請越した。

これに対し国際協力事業団（以下、「JICA」と記す）は、短期専門家及び事前調査団による現地

調査結果を踏まえ、1999 年 8 月 27 日にチーム派遣協力「アルマティ市における地震防災及び地震

リスク評価に関するモニタリング向上」に係るミニッツの署名交換を行い、翌年 3 月 1 日から 3 年

間にわたり、強震観測、高感度地震観測、汎地球測位システム（Global Positioning System：GPS）

観測分野での専門家派遣、研修員受入れ、機材供与等を通しての人材育成を柱とした技術協力を

実施している。

今般、協力期間の終了を 2003 年 2 月 28 日に迎えるにあたり、カザフスタン側関係機関ととも

に本協力の成果について評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点

から評価を行うため調査団を派遣した。

本評価調査団の目的は次のとおり。

1）PDM に基づき、計画の達成度（見込み）について 2000 年 3 月以降の技術協力期間の実績を

調査する。

2）期待される成果やプロジェクト目標がどれだけ達成されたか、又は本プロジェクト終了時ま

でにどれだけ達成される見込みかを調査する。

3）協力実施期間終了後の対応策について協議し、結果を両国政府関係者に報告・提言する。

4）今後実施される類似案件に対し、技術協力計画の適切かつ効率的な立案、実施のため、本協

力の実施を通じて得られた教訓・提言をフィードバックする。

1 － 2　調査団の構成と調査日程

� �
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この調査団の団員は合同評価委員会（Joint Coordination Committee: JCC）の日本側のメンバ－

である。カザフスタン側の合同評価委員会のメンバーは、カザフスタン国立地震研究所（Institute

of Seismology, Ministry of Science and Higher Education, RK）の以下の職員によって構成され

ている。

Nusipov E. 地震研究所所長

Ospanov A. 同副所長

Schazilov V. 同地球地殻物理研究室長

Scherba Y. 同地球地殻変動研究室長

Timush A. 同主任研究員

Sydykov A. 同主席研究員

Sadykova A. 同研究員

調査日程は次のとおり。

今給黎哲郎

水野由起子

黒田　康之

岡林　直子

技術評価（GPS地震観測）

計画評価

評価分析

通訳

国土交通省　国土地理院　地理地殻活動研究センター

地殻変動研究室長

国際協力事業団　アジア第二部東アジア・中央アジア課

（財）国際開発センター

（財）日本国際協力センター

日　　　時

2002年 9月 21日（土）

2002年 9月 22日（日）

2002年 9月 23日（月）

2002年 9月 24日（火）

2002年 9月 25日（水）

2002年 9月 26日（木）

2002年 9月 27日（金）

2002年 9月 28日（土）

2002年 9月 29日（日）

年 月 日（月）

行　　　　　程

－日本側評価調査団アルマティに到着

－長期派遣専門家と協議

－カウンターパート職員へのインタビュー

－ワークショップ

－カウンターパート職員、長期派遣専門家へのインタビュー

－ワークショップ

－長期派遣専門家へのインタビュー

－教育科学省次官表敬

－ワークショップ

－第一回合同評価委員会

－科学アカデミ－訪問

－ワークショップ

－カウンターパート職員、長期派遣専門家にインタビュー

－非常事態庁訪問

－合同評価報告書作成

－合同評価報告書作成

－第二回合同評価委員会
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1 － 3　対象プロジェクトの概要

1．R/D 等署名日： 1999 年8 月27 日

2．協力期間： 2000 年3 月 1 日～2003 年 2 月 28 日

3．プロジェクトサイト：アルマティ市

4．相手国実施機関： 国立地震研究所

Institute of Seismology, Ministry of Science and Higher Education,

RK

5．日本側協力機関： 建築研究所、気象庁、国土地理院

6．協力目標： 地震研究所が先進的手法による地震データ収集、分析を継続的、効率的

に行えるようになるため、強震観測、高感度地震観測、GPS 観測分野に

おいて専門家派遣、研修員受入れ、機材供与等を実施し、これらを通し

て人材育成を行う。

7．協力活動内容

1-1　現存の観測設備、監理体制を調査する

1-2　観測設備の一部を更新する（強震観測設備、高感度地震観測設備、GPS 観測設備）

1-3　観測設備の使用方法、維持管理について研修計画を立てる

1-4　観測設備の使用方法、維持管理について研修を行う

1-5　観測設備の使用方法、維持管理についてのマニュアルを作成する

2-1　更新された設備による地震データ収集方法習得のための研修を行う

3-1　現存の地震データ伝達方法、体制について調査する

3-2　更新された機材を用いた地震データの送付方法について研修計画を立てる

3-3　地震データの送付方法について研修を行う

4　　収集した地震データの処理・加工方法習得のための研修を行う

5-1　地震データの管理分析方法について研修計画を立てる

5-2　地震データの管理分析方法

8．日本側対応：

長期専門家派遣： チームリーダー、機材・研修計画専門家各 1 名

短期専門家派遣： 強震観測、高感度地震観測、GPS 観測各 1 ～ 2 名

2002年 9月 30日（月）

2002年 10月 1日（火）

2002年 10月 2日（水）

2002年 10月 3日（木）

－第二回合同評価委員会

－第三回合同評価委員会

－合同評価報告書に署名、意見交換会

－日本の評価調査団アルマティを出発
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研修員受入れ： 強震／高感度地震観測分野 2 ～ 4 名、GPS 観測分野 1 ～ 2 名

機材供与： 強震観測、高感度地震観測、GPS 観測各分野について必要な機材を供与

予定

  9．他の経済技術協力との関係：1998 年度個別専門家派遣　横井俊明「地震予知および地震災

害予測」1998.8.30 ～ 9.10、2000 年 3 月に大井専門員を「カザ

フスタン防災計画国際会議」に派遣

10．他国援助機関との連携：UNCRD（国際地域開発センター）のGESI（耐震性強化イニシアティ

ブ）に国内支援委員長、長期主任専門家が参加

11．国内支援体制：2000 年 10 月第一回国内支援委員会実施済み。委員長：東大生産技術研究所

須藤教授、強震分野委員、高感度観測分野委員、GPS 観測分野委員各 1 名
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第 2 章　終了時評価の方法

2 － 1　評価手法

合同評価委員会はプロジェクトサイクルマネージメント（Project Cycle Management：PCM）手

法に基づき、評価を行う。具体的には次のとおり。

（1）合同評価委員会は評価用 PDM（PDMe）をまず検討する。PDMe は評価対象のプロジェクト

のPDM を検討し、プロジェクトにおける投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標、最

終目標等についてこれまでに変更された部分を含めて見直したものである。この PDMe は評

価実施者がプロジェクトの業績や見通しを確認すること、評価 5 項目における実績や見通しを

検討することのベースになる。

（2）合同評価委員会は PDMe で述べられているプロジェクト目標や期待される成果がどの程度

達成されたのか、また終了時までにどの程度達成される見込みなのかを確認する。

（3）合同評価委員会は 2 － 2 で説明する評価 5 項目に基づいて評価する。

2 － 2　評価 5 項目

評価 5 項目は次のとおり。

（1）妥当性：プロジェクト目標、上位目標、最終目標がカザフスタンの開発政策やカウンター

パートのニーズに一致しているかを評価する。

（2）有効性：プロジェクト目標の達成度合いと成果との関連性を評価する。

（3）効率性：投入がどれだけ成果として現れたかを測ることにより、投入と成果の生産性を評価

する。

（4）インパクト：プロジェクト実施による正負の効果を評価する。意図したもの、意図しなかっ

たもの、直接的な効果、間接的な効果を含む。

（5）自立発展性：プロジェクト実施により得られた便益がプロジェクト終了後も自立的に続く

ことが可能かどうかを評価する。

2 － 3　情報源

評価に用いた情報の入手先は次のとおり。
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－プロジェクト実施過程または以前に日本、カザフスタン双方が合意した文書

－ 1999 年 8 月 27 日のミニッツ（R/D に代わるもの）

－長期及び短期派遣専門家の報告書

－その他プロジェクト実施過程で合意または受け入れられた文書

－PDMe

－日本、カザフスタン双方の投入記録や活動記録

－質問状への回答

－インタビュー結果
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（2）カザフスタン側の投入実績

一方カザフスタン側投入は次のとおり。

1）地震研究所は供与機材による地震観測データの信頼性をあげるために、アルマティ地域の

地震観測所のデータを取り寄せた。

2）同研究所は地域ネットワークでGPS 計測を行う際、必要設備をNS OIVTRAN からリース

により調達した。

3）プロジェクト期間中の費用負担は紙、ガソリン、機器運搬費、日本人専門家の送迎等、総

額約 120 万テンゲ。

3 － 2　成果の実績と達成見込み

各分野における成果の実績は次のとおりである。

（1）強震観測

強震観測分野担当の地震研究所スタッフは、供与機材を使用する技術・知識・経験を既に

習得し、現在は先進的研究のために得られたデジタルデータを運用することができる。以前

用いられていた感光フィルムによる記録システムと比較して、デジタル式記録システムによ

り、強震記録の分解能力と精度は格段に向上した。それらは日本で得られた記録と同レベル

にある。

アルマティ市内の観測点からの人力によるデジタルデータの収集は、通常は月に 1 ～ 2 回

組織的に実施されている。有感地震の場合は、担当者が即時にデータの収集を開始する。技

術スタッフは記録システムの故障箇所を修理することができる。

担当研究職員は収集されたデジタルデータと、そのソフトウェアを使って先進的な方法で

初期解析を行うことができる。それらの解析のなかには、アナログ式記録方式では困難であっ

た応答スペクトルやフーリエスペクトルが含まれる。残された唯一の問題は、観測点でのデ
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ジタルデータ収集の効率向上である。強震計に搭載されたGPS 時計のアンテナが、盗難など

保安上の問題から観測点にまだ常設設置されていないため、自動的な時刻較正が使えず、月

に数十秒の狂いが生じる。このエラー蓄積を防ぐために、観測担当者は各観測点でその都度

アンテナを強震計に接続し、時刻較正をしなければならない。これに時間がかかり、観測の

効率にとっての障害になっている。しかし、アンテナの恒久的な設置が、この問題に最終的

な解決を与えると期待される。

（2）高感度地震観測

高感度地震観測機材の設置により、アルマティ周辺のみならず遠くで起きた地震に関して、

同研究所の観測能力は顕著に改善された。地震検知能力が改善されたうえ、デジタルの地震

波形が得られるようになったため、地震波の相の識別、到達時間、振幅の読み取り精度が向

上した。さらに、電子計算機を用いた震源計算プログラムが使えるようになったため、デー

タ処理能力が改善され、震源の決定精度が向上した。

地震の発震機構解を求めることは、アルマティ周辺の地殻の造構場（テクトニクス）を知る

うえで不可欠であるが、プログラムの習得が進んでいる。しかし現実の問題として、発震機

構を決めるには、すべての方位にまんべんなく分布した観測点の読み取りが必要であり、ア

ルマティ周辺での現在の活動レベルでは、発震機構が決められるほどの規模をもつ地震の発

生が少なく、効果が現れるまでにしばらく時間が必要である。また隣国との観測データの交

換も今後一層重要となる。

1 つの観測点の広帯域地震計の記録から地震の震源過程や発震機構、その他の地震に関する

パラメーターを求める方法が外国の主な地震に適用することができるようになり、研究成果

として発表できるようになった。このことは、研究所が広帯域地震計の記録をいろいろな研

究に用いる能力をもつようになったことを示している。

（3）GPS 観測

野外観測について地震研究所職員は独自にGPS 野外観測を実施できる。現在、GPS 受信機

の操作、データの取得は自立的に行える。既にアルマティ周辺に地域的観測網を設置して観

測を行う計画が作成されている。観測計画立案についての経験は不足しているが、キルギス

タンとの共同観測で拾得した観測手順を用いて観測を行うことが可能である。

また同研究所職員は、GAMIT ソフトウェアを用いた GPS データ解析が基本的には行える

ようになった。Bernese ソフトウェアによる解析のためのトレーニングはまだ完了していない

が、研究所職員はマニュアルによる学習で将来的には解析が行えるようになることが期待さ

れる。問題点としては、これら解析ソフトが動作するOS であるUNIX(LINUX)が今回初めて
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導入されたために、その操作に職員が慣れていないことである。今後、試験データの解析を

繰り返すことによって、OS に習熟することが望まれる。今回の導入時にはOS の不具合もあっ

たため、第 1 回目の専門家派遣時には解析ソフトが正しく動作せず、解析の指導が十分行え

なかった。OS の適合度は可能ならば供与前に確認する手順があることが望ましいと思われる。

GPS 観測結果から地殻変動を解析するためには、繰り返し観測の結果が必要であるが、本

プロジェクト期間内には独自のデータをそろえることは困難であろう。しかし、地震研究所

ではキルギスとの共同観測によって得られたデータを用いて地殻変動研究を実施する能力が

ある。解析の技術を習得したばかりであるため、まだ同じデータを独自に解析することは行っ

ていないが、これまでキルギスから提供された観測結果のデータを用いた変動図、歪み図等

の作成を行っている実績がある。したがって、解析に習熟すれば、今後は独自の観測に基づ

く地域的に詳細な地殻変動解析が行えると期待できる。

したがって 2003 年 2 月末の本プロジェクト終了時までに、全 3 分野において当初計画の成

果は十分達成される見込みである。

3 － 3　プロジェクト目標の達成見込み

強震観測分野においては同研究所の技術・研究職員は、プロジェクトの供与機材の維持・管理

に必要な知識・技術及びそれにより得られるデジタルデータの先進的な解析技術を習得した。し

たがって、デジタル式地震計による強震観測技術の移転は定着した。加えて、カウンターパート

機関の研究職員は供与された機材により得られたデジタルデータを使った研究を始めており、そ

の結果は、上位目標の達成に寄与するものと期待される。

高感度観測分野においては、デジタル地震観測は完全に軌道に乗っている。同研究所はまた観

測網の運営に必要なノウハウを習得している。同研究所による観測網のこれまでの運営状況を見

る限り、供与した機材の数量や仕様が過不足なく計画され、適当であったことを示している。

またGPS 観測分野においても、職員は野外観測、データ解析、地殻変動解析の技術を習得した。

したがって 2003 年 2 月末の本プロジェクト終了時までに、全 3 分野においてプロジェクト目標

は十分達成される見込みである。

3 － 4　上位目標・最終目標の達成見込み

上位目標と最終目標が達成される条件は、このプロジェクトにより整いつつある。理由は次の

とおり。

（1）現地で得られた強震観測記録に基づいて、アルマティ市の地震危険度マイクロゾーネーショ

ンマップを改定するための、カウンターパート機関の条件と設備がプロジェクトの実施によ



─ 11 ─

り整えられた。カウンターパート機関がもつGIS 技術と合わせて、これらは、都市計画、建

築基準、既存建物の診断を通してアルマティ市の地震災害軽減に貢献すると思われる。

（2）供与機材により得られたデジタルデータ及びプロジェクト中に移転された知識と技術に基

づく初期解析の結果は、カウンターパート機関の地震工学、地震学、測地学における先進的な

研究を促進すると思われる。もし、中央アジアの関係機関間のデータや情報の共有と公共サー

ビスのための普及活動がカウンターパート機関によって適切に行われれば、これらの研究は

アルマティ市のみならず、カザフスタンや中央アジアの地震災害軽減に貢献するであろう。

3 － 5　プロジェクトの実施プロセス

強震観測、高感度地震観測、GPS 観測とも、現存観測設備・体制の調査、観測設備の一部更新、

新設備使用・維持管理の研修実施、新設備による地震データの送付・管理分析の研修等を行った。

この間現地では、進捗管理会議が機材据付や短期専門家の業務終了、あるいは研修員の帰国後

等に開かれた。これに加え、少なくとも週 1 回、プロジェクト管理会議を開き、プロジェクト運

営、今後の展開に関する議論、諸問題への対応等について協議を行っている。これらの会議の結

果に基づき、所長より、担当カウンターパートに適切な指示が迅速に行われる。一方、日本にお

いても国内支援委員会がこれまでに 4 回開催され、進捗状況確認、機材調達、研修等について討

議した。

また能力、人数に関して適切なカウンターパートの配置が行われたといえよう。これらのカウ

ンターパートと長期・短期専門家のコミュニケーションは十分に円滑である。長期専門家はカウ

ンターパートからの要望や意見に常に速やかに対応しており、短期専門家も派遣期間終了後も引

き続き、カウンターパートからの質問や依頼に対応している。

同研究所は定常的に逼迫した財政で運営されているため、本プロジェクトへの予算配分もその

影響を受けているが、本プロジェクトにおいて真に必要な支出には積極的に対応した。さらに所

長等、研究所幹部は本プロジェクトの方針決定に参加し、若手研究者への助言を行った。
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第 4 章　評価結果

4 － 1　妥当性

本プロジェクトは次の理由により、現在及び将来の同研究所及びカザフスタンのニーズに合致

したものであったといえる。

（1）地震研究所は旧来の設備を使った観測システムから脱却し、世界のレベルに近づくことが

悲願であった。その意向を踏まえ、本プロジェクトは同研究所が観測設備の更新・データ蓄

積・維持管理・解析技術習得により、観測・解析能力を向上させ、地震観測、災害観測の先進

的研究実施を可能にすることをねらいとして開始された。

（2）2002 年議会で承認されたカザフスタン国家防災計画においても、地震防災の重要性が謳わ

れており、特に最大都市であるアルマティ市の地震防災能力の向上が課題となっている。

（3）近年、オイル・ガスサイトでの誘発性地震の脅威も指摘されるようになり、地震モニタリン

グ技術の重要性は今後一層高まりつつある。

したがって、本プロジェクトは妥当性が極めて高いプロジェクトであったと考えられる。

4 － 2　有効性

供与機材の利用状況の視察やカウンターパート、関係機関とのインタビューを通じて、強震観

測分野、高感度地震観測、GPS 観測とも、同研究所の技術・研究職員は地震データの収集・分析、

プロジェクトの供与機材の維持・管理に必要な知識・技術及びそれにより得られるデジタルデー

タの先進的な解析技術を習得したことが分かった。したがって、「地震研究所が先進的観測設備に

より地震データの収集・分析を継続的、効率的に行えるようになる」という本プロジェクトのプ

ロジェクト目標が達成され、有効性が高いと判断される。

4 － 3　効率性

本プロジェクトにより、アルマティ地域の既存観測所の強震観測、高感度観測の設備が更新さ

れ、新たにGPS 観測機材が整備された。本プロジェクトが対象としたアルマティ地域への供与機

材の数量ばかりでなく、供与機材の品目や仕様、投入のタイミングいずれも適切であったため、現

在ほぼすべての機材が定常稼働している。加えて、機材の運用が職員の転職、維持管理予算の不

足、データ収集の環境条件変化等の影響を受けることは起きていない。

しかしながら、供与機材の維持管理、データの収集・解析に必要な研究員を日本での研修に派

遣する過程における人選については、すべてが適切であったとは言い難い。
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4 － 4　インパクト

本プロジェクト実施により、記録された強震記録に基づくアルマティ市の地震危険度マイクロ

ゾーネーションマップの改定とアルマティ市周辺の地震活動、地殻活動の情報をモニタリングす

るための条件と設備が同研究所に整備された。これらは今後、都市計画、建築基準の改定、既存

建物の診断や緊急対応計画等を通じてアルマティ市の地震災害軽減に貢献するであろう。

この都市計画、建築基準の改定、既存建物の診断は住宅政策の制度整備のための政府による介

在の一部である。これらがソ連崩壊後に生まれ、今日急速に成長している国内住宅市場への耐震

性建物・住居の供給を保証し、ひいてはカザフスタンにおける市場形成に貢献することが期待さ

れる。

また、国家経済の中心であるアルマティ市の地震災害軽減能力の向上は、その住民の地震災害

に対する安全を保障し、ひいては共和国の税収の大部分を占めるアルマティ市の税収を守り、さ

らには諸外国経済人の懸念と投資の手控えを払拭する効果も期待できる。

4 － 5　自立発展性

強震観測、高感度観測、GPS 観測とも供与機材の運用、維持管理、データの収集に関する技術

はカウンターパートに定着した。同研究所は、本プロジェクト終了後も現有の先進的設備により、

地震データの収集を継続的に行える。一方、それらのデータを用いた先進的研究に関しては、最

新の方法論に関する知識が不足しており、今後の発展については国際的な学会誌やインターネッ

トなどを通じての情報収集能力の向上が必要である。

財政状況については、ヌシポフ所長が優れた経営手腕を有していること、政府が同研究所への

予算増額を検討していること等から、今後改善される可能性があると考えられる。なお、約 40 の

石油・ガス採掘現場で同研究所が地震観測のデータ収集、解析を行う等の新ビジネスも現在実現

に向かっていることも言及したい。

4 － 6　結　論

現在、強震観測、高感度地震観測、GPS 観測の全分野において、日本側が供与した機材はすべ

て良好に稼働している。一時 GPS 観測分野において、カザフスタン側で GPS データ解析が未経

験でありOS にも不慣れであったため、習得が進まず、そのソフトが利用されていないという問題

があったが、2002 年の専門家派遣により解消された。カウンターパートへのインタビューによれ

ば、強震観測、高感度地震観測については、日本からの技術移転は定着したので、供与機材によ

り、本プロジェクト終了後も地震データの収集・分析を十分自分たちだけで行えるとの回答があっ

た。これは日本側が実施した観測用機材の供与、長期・短期専門家派遣、研修員受入れというハー

ド・ソフト両面の協力が有機的に連携した結果であり、日本側、カザフスタン側の関係者の献身
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的努力の賜物であると思料される。

したがって「カザフスタン地震研究所が先進的観測設備により地震データの収集・分析を継続

的、効率的に行えるようになる」という本プロジェクトのプロジェクト目標は十分達成したとい

える。
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第 5 章　提言と教訓

5 － 1　提　言

（1）今後の日本側の支援

地震研究所は、本プロジェクトにより、先進的観測設備による地震データの収集・分析が

可能となった。この点でカザフスタンはウズベキスタン、キルギス等の周辺国との観測・研

究協力において重要な役割を担うレベルに到達したといえる。実際、本終了時評価時に、地

震研究所で地震防災のワークショップが 4 日間実施されたが、これにウズベキスタン、キル

ギス、アゼルバイジャン、ロシア等の周辺国からの参加があった。これらの国は旧ソ連圏で

あり、ロシア語が理解でき、言語による障壁がないため、それぞれの研究成果の交流が促進

されるという利点もある。

今後、本プロジェクトの成果を基に同研究所が自立的に発展するためには、人材育成、キャ

パシティビルディングによる研究能力の向上が必須である。

このため、日本側としては同研究所の研究員を本邦における集団研修コース「地震・耐震工

学」へ優先的に参加させること、当該プロジェクトのインパクトを周辺国に波及させることが

できる上記の当地での周辺国研究者を巻き込んだワークショップを第三国・現地国内研修と

して継続開催するための支援等可能な限り協力を行う必要があると考える。

また、将来的には長期研修員として本邦での学位取得の道を開くことを望みたい。

（カザフスタン側からは、地震研究所はじめ関係各機関から当プロジェクトの継続を強く要

請されたが、当初のプロジェクト目標が成功裡に達成されたことから、日本側としては当プ

ロジェクトの継続は困難ではあるが、上記程度の支援はプロジェクト終了後も実施できるよ

う日本側に伝達する旨回答した。）

（2）英語によるコミュニケーション能力向上

本プロジェクト終了後に自立的な発展をするためには、他国の先進的な研究情報を入手し

たり、国際的な地震工学、地震学、測地学研究ネットワークにアクセスし、研究者間で情報

交換を行うことが必要不可欠である。このためには、同研究所の研究者の英語によるコミュ

ニケーション能力の向上が求められる。

（3）新たな研究資金の確保

同研究所が、今後日本側から供与された観測機器を使い、先進的な研究を進めていくため

には、資機材の維持管理費や観測・分析に係る人件費、さらに研究に必要となる費用等、同
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研究所の運営管理経費を自己資金として確保することが求められる。このためには、政府か

らの割り当て資金だけではなく、自己収入確保の施策が必要であり、政府へ地震災害対策の

緊急性を訴えて割り当て資金の増額を強く要求するだけでなく、現在行われている石油採掘

に関する調査実施による収入拡大についての検討を提言する。また、国際的な地震学・耐震

工学研究ネットワークを利用して、先進国との学術的交流を進め、研究資金を確保すること

も検討すべきであろう。

（4）関係機関との連携強化

最終目標への到達には、本プロジェクトの成果を同研究所にとどめることなく、アルマティ

市の地震防災行政能力向上に関係する機関、アルマティ市当局、耐震工学・建築研究所、非

常事態庁、科学アカデミー等と密接な連携関係を構築し、定期的な情報共有の機会を設ける

ことを検討すべきである。

（5）地震研究所職員間の職種間交流

同研究所はよく組織化されているが、それぞれの職種が明確に区別され、規定されている

典型的な縦割り組織である。歴史的な背景や文化の違いもあると思われるが、その弊害とし

て職種の異なる職員間のコミュニケーションが良好とはいえず、研究所の管理・運営や研究

活動の効率性を阻害している。今後、職種間の壁を乗り越え、良好なコミュニケーションに

基づく職員同士の相互理解を進め、最新知識の共有や情報交換を一層進展させるよう提言す

る。

5 － 2　教　訓

本プロジェクトが目標を達成し、成功裏に終了することができることにかんがみ、プロジェク

トのこれまでの歩みのなかで得た様々な教訓は、今後の同種のプロジェクト実施の際に参考にな

ると思われるので以下に記述する。

（1）実現可能な計画策定

当たり前のことではあるが、プロジェクト開始にあたって、入念な準備を行うこと。特に

JICA 事務所もなく、情報が少ない国でプロジェクトを実施する場合は、相手国の要請をその

まま受け入れるのではなく、予算規模、人的資源の確保可能性、先方の受入体制や技術レベ

ル、期待される成果等の情報について入念な事前調査等を通じて収集分析し、実現不可能な

目標設定や過大な投入とならないように計画する。
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（2）現地状況に適合した資機材供与

機材供与について留意すべき事項は、維持管理費用が少なく、頻繁なモデルチェンジにも

影響されないで、プロジェクト終了後も十分活用できるような機材を選択することである。ま

たコンピューターについてはフリーソフトを入手しやすい OS を選択することも必要である。

そして、機材は必要とされている時期に確実に購送され、現地に据え付けられることが極め

て重要である。プロジェクト進行中であっても、上述の点を考慮してプロジェクトの効果的・

効率的実施に資すると判断された場合は、躊躇うことなく当初機材計画の変更を実行するこ

とである。

（3）適切な専門家人選と派遣時期

プロジェクトの成否を決定づけるのは、何といっても派遣する専門家の資質と派遣時期で

あるが、本プロジェクトにおいては適切な時期にそれぞれの分野で最も適切な専門家を確保

することができ、派遣専門家がカウンターパートと良好な信頼関係を築き上げることができ

たことが成功の要因の 1 つといえる。

（4）本邦集団研修の効果的利用

チーム派遣においては、本邦におけるカウンターパート研修が認められているが、予算の

関係から受入人数に限りがあり、プロジェクト側が希望する人数は確保されないのが通例で

あり、本プロジェクトも例外ではなかった。

しかし、本プロジェクトにおいては、本邦で実施されている集団研修のなかで、協力内容

と非常に関連するコースが存在し、これを上手に利用してカウンータパートのなかに本邦研

修経験者を増やすことができ、良好な信頼関係の醸成に役立ったといえる。

しかしながら、集団研修とカウンターパート研修について、本プロジェクトの自立的発展

を考慮した人材育成計画に基づく戦略的な人選が必要であったにもかかわらず、一部に不適

切なケースがあったことは残念であった。
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